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大戦開のアメリカ鉄鋼業 (1) 

森
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第 3音uU. S.スチーノLを中心としてみた鉄鋼業の若干積様式

はしがき

回
?に

本"摘は，最近のアメリカ資本主義の熔造を解明する一段階として，両大戦開

の基幹産業たる鉄鋼業を分析したものである。この分析によって霞接には，

アメリカ独占資本の内部構造が‘ 1920年代のいわゆる相対的安定期と30年代

の危機の深化を通じてどのように変学干したかを，それが鉄鋼業に反映したか

ぎりで明らかにせんとしている。まず第 1節では，対象を 1920年代に限定

し，当時の鉄鋼生産の動向をたどりながら，その動向のうちにある鉄鋼資本

の集中と技術進歩の内容を考察した。相対的安定期におけるアメザカ産業全

体の繁栄の特殊性や脆弱性が，この節である程度解明されている。それにも

とずいて第2節では，産業構造の枢軸にある鉄鋼業と他産業との関連，とりわ

け20年代のブームを先導した新興産業や30年代に慢性的不況に賂った代表的

諸産業との相互関係を分析 L，アメリカ圏内外における市場問題の急迫化が

L、かに Lて生じ，それにどのような対処がなされたかを考察したο こうして

危機の内有を市場問題という側面から抱揮した後，第 3節ではふたたび鉄鋼
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業の内部;こたちもどり，鉄鋼資本の蓄積様式の特質を明らかにする。それが

強出形成期における様式からどのように変化したか，またその意義をどう顕

解するかということが，この節の題懇である。

フド稿を作成するのに利用した資料の種類は少なくないが，中でもアメリカ

臨時経済委員会 (TNEC)が両大戦間の罰内経済についておとなった路大

な調査記録(聴開会記録およびモノグラブ〉には最も多くを負っている。 以

下の本文中では，このTNECの資料にもとずく絞述のうち，いちいちペー

ジ数を注記する煩を避けたところが相当あるのなお，本稿は紙数の都合 L

分載されることになっているの

第 1節 相対的安定期の鉄鋸業の発展

1.第 1次大戦が鉄鏡業にあたえた影響

アメリカの鉄鋼業は， 1890守ー代にイギリス， ドイツを抜いて，!笠界第1i立

の生産量を占めるにいたった。その後の10年ほどの聞に急速なトラスト運動

を展開し， 1901年のU ・s.スチーノレ会社の形成をもって，この部門の独占

体策tlを確立した。それ以後，第 1次大戦直前にいたる期間は， u. s ・スチ

ーノレの圧倒的な支記を蔀提に Lて，生産はほぼ安定的な上昇宅どたどったの鉄

鋼業の価格支配はいちじるしく強闘であっ τ，u. s ・スチーノレによろ，い

わゆるピッツバーグ・プラス・システム(各地の鉄鋼価格を，ピッツバーグ

{lffi格プラス販売地までの鉄道運賃とする制度〕がほぼ全土に行きわたり，き

わめて硬直的で、あった。当時の鉄鋼生産の基盤は， の鉄道および貫工業

からの需要にあった。だが1910年頃には，これらの分野からの大規模な鉄鋼

も，その生産能力の増加には対応しきれないという限界が，あきらかに

兆していた。このような第 1次大戦前の状態にたいして，大戦の勃発はどの

ような影響をおよぼしただろうかのその点から支ず検討しようの山

(1)第1次大戦中の鉄鋼業にかんする以下の叙述ば，ヨーとして Tempnrmy Natjo-
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nal Economic Committe巴の Hearings.pt. 19. pp. 10456~10464 による。そ

のほかし、くつかの文献を参考にしている。

第 1次大戦は，もちろん歯内外の軍事産業部門から，路大な鉄鋼需要をひ

きおこした。開戦直前のアメリカの鉄鋼業は，上のような需要問での困難と

国際関係の動揺によって， 1913年春ころから後退をつづけ，とくに価格は，

この混乱を反映して1900年以来の最低水準におちこんだ。 1914年 8月のヨ{

ロッパでの開戦にともない，こうした状態は少しづっ改養された。だが，そ

の初期の上昇はさしあたり，これまで交戦国の欽に依存していた中立国から

の需要が増えることを期待した投機的な在庫増であり，実際には，船舶の不

足や国標金融制度の混乱のために需給がスムースに拡大できず，鉄鋼鏑格も

1915年後半まで低迷していた。しかしそれ以後は，交戦国および中立国か

らの需要が一挙におしよぜ，鉄鋼生産と儲格は(16年夏のごく短期の弱気を

のぞき〕急速に上昇した。銑鉄の生産は1916年10月に13年水準の57%増，鍋

塊生産は1917年 5月に13年水準の44%増，圧延完成品生産も同じく 33広域fと

それぞれ大戦中のピークに到達した。この結果，アメザカの鉄鋼生産が世界

の全生産にたいして占める比重は，従来の 4割程度からー鰻過半にいたっ

た。それでもこの程度の増産では，当時の路大な家需をまかないきれず，そ

のため，価格の上弁は生産のそれをはるかに上廻った。たとえば圧延全製品

の総合価格指数は， 1913年から17年までの間に約 4倍に騰貴した。この騰究会

率は，戦時産業局が調査した代表的商品50種中の第3位(1位はコール・タ

ール原料および製品の約 7.5倍 2位は戦時産業局の分類による重化学製品

で 4.1倍)にあたる。鉄鋼製品中でも構造用形鋼，厚板，黒板などの伎上り

βLとく tこいちじるしし、。

このように， 1914年以後の 3年間は，外国からの鉄鋼需要がアメリカ鉄鋼

たいする大きな刺戟要因だったといってよ L、。 17年までに，圧延製品の

輸出は全生産の20%未満になったが，これまで海外からの需要にほとんど依

存しなかったアメリカ鉄鋼業にとって，これは大きな変化であった。輸入を

若手 I~ た鉄鋼の純輸出量むよ， 1913"-" 17年に 3，776，000グ戸ス・トンであり，
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同期間のEE延生産の純増の46%を占めた。

1917年以後は海外需要はそれほど伸びず，むしろ終戦前後からその割合

は次第に減少した。だがそれに代って，国内の需要増加が鉄鋼業の活況な支

えた。国内需要は17年 4月のアメリカ参戦以米急速に増えたが，とくにこの

中では，鉄鋼業自身をふくむ工業建設投資のための鉄鋼需要が大きな比震を

占めたことが桂昌される。それまでの鉄鋼業の軍需生産は，なによりも既存

設備の稼働強化によってはたされたとし、う性格がつよいが， 16~17年以後は，

建設期間を終えた大量;の新設備が運転を開始したのと，?日要が今後もつづく

とL、う見通しのもとで，一層の新設備の建設がみられ，生産能)Jの拡張が活

滋におこなわれた。ニの場合の新投資は，ほとんどが!日米の技術水準である

が，高炉部門では技術的にはほぼi可ーでも設備規模の大型化がかなり急速に

すすめられたし，鍋塊生産部門では，戦前からみられたベヅセマ一転炉から

平炉への転換が一層すすみ，こうした面で生産力が増大した。∞庄延部門で

は，従来のレール生産重点から構造用および造船用鋼t~‘と武器・弾丸用材生

産への切換が，かなり大規模におこ tcfわれた。政府の戦時産業局や民間の資

本発行委員会も，立法あるいは自主的に軍事目的以外の設備投資を拘束し，

鉄鋼業などのかかる新投資を助長したのである。

こうした過程を通じて，鉄鋼業の総生産能力はかつてないテンポで増加し

た。生産能力と生産の増加の趨勢は噌大ざっぱに第 1表からうかがえるO (37 

表にしたがって1901年以来の生産能力の趨勢を図にしてみた場合，開戦後か

ら20年頃にかけてのカーブがし、かなる他の時期よりも急斜していること，か

っ，それがほとんどじ・ S・スチール会社以外の企業の拡大によってはたさ

れたこと，が歴然、とする。 u. s .スチーノレの比重の低下についてはおいお

い検討することにして，とにかく 1913~19年の間に司アメリカ全体の鋼塊生

産能力は 1，500万トン，つまり 40%増加した。しか L判じ第 1表からわかる

ように，実際の生産の方は， 17年 5月を頂点として以後は停滞ないし減少し

た。生産能力の治加にかかわらず生産liTが減ったのだから、設備の稼働ネは

16~17年を境にして低下しはじめた。これは諮要の減少によるものではなく
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第 1表 アメリカの鋼塊生産能力と生産量

〈単位1，000グ Pストン〉
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したがって欽鋼業の不振を意味するものともいえなL、。基本的には，製鉄の

各過程や工場があまり不均等に拡張されたために，製造各部門の一貫操業が

できない事情が生じた二と，軍需生産への転換の限度や混乱，同じく原料や

半製品を採掘・輸送する能力の屈での限界，などにもとずいている。そのた

め鉄鋼の品不足が随所に生じ，価格騰貴がつづいたっアメザカ参戦以後は，

政府が価格統制jをはじめ， u. s ・スチーノレも価格指導力の回復を期待して

これに協力したため，公表の奴売価格は比較的安定したかにみえるが，だが
エキストラ

実際には，運賃と割増爺fj(公表ftffi格表に掲載される規格品以外の製品の特別

価格)が統制の対象にならなかったことと，購買に際してのプレミアムが横

行したため，儲格の上昇は依然つづいたのである。この高価格によって，生

産自身の種々の限界や停滞にもかかわらず鉄鋼産業は異常な高収益を得た。

連邦取引委員会 (FTC)の調査によると，鉄鋼業における純収益(利子，

配当，程税義手i前〕の総資本にたいする比率は1915年の7.5%から16年の21.7 

%， 17年の28.9%へ増大し，価格統制と低稼働ネの時期の18年にも20.1%と

いう高水準を維持した。大戦中の大規模な鉄鋼投資といえども，この思績の

矛IJ1関留保でまかなわれ得たのであって，既存企業の証券市場への依存はごく

小さかった。そうでなくともアメリカの鉄鋼業は， 1901年以来U ・s・スチ

ールの卓抜な価格支配力を通じて大量の手IJiI可を牧内留保しており，戦時中の

利il者と許せて，きわめて関沢な自己資金を1920年代までもちこすことになっ

たのである。

(2) 7!1;炉の大型化についていえば，たとえば 1917~18 年に全体でお茶の大型荷台 i

〈年産145，000トン〉が新設され，他方， 18主主の"IJ小型高炉(年j生40，000トン

以下〉が廃棄された。 (TNEC.Monograph. No.27. p20).ベヅセマー転炉から

王子炉への転換については第4項および第23炎を参照。

(3)ふつう鉄鋼業の生産水準会比絞する場合には，鏑塊生成が緩も適当な指標とし

て採用される。製鋼の全過程はり鉄鉱石(ironore)を獲得する (j采鉱)ii)鉄鉱

石を高炉で溶解して銑鉱(pigiron)を得る(製銑)iii)銑鉱を，平炉，転炉，沼

気炉などで精錬して鋼塊(stee!ingot)を得る(製鋼)iv)鋼塊を庄延Lて半成品

(ブルーム，ピレヅト，パスラプ，パイプなど〉および完成品(務板，J手

板， レーノレ，形鋼，簿鋼，体鋼，ブリキ，鋼管，線材など)をiノドり， 時にはそ
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れを兇iこ方日仁ずる (Fと延，方nJ:)，とし、う1m段階に大別される O だからその各段

階の生産量がし、ずれも比絞対象になり得るが，しかしり 11)での生産震は

lll) 段階でどの程度くず欽を混入せしめるかにより最終生産設を必ずしも反映

せず，また iv)段階で'¥1各完成品を上手 4 の数;設で示すのが間難である。そこで

，鍋塊生成法で‘示された意IJfi'Jが，さしあたり裁も鉄剣業の状態をよく映し

ているものと考トえることができる O

以上が第 1次大戦中の鉄鋼業の状態の概略である。この大戦が1918年11月

に終結したあと，アメリカ経済は若干の混乱と停滞を経て， 19年春から20年

春にかけてのブームを現出 Lた。ブ{ムの直接の!京国としては，①大戦中に

抑制されてぎた産業分野で、の需要増大とそれに応じた寂庫投資の激増，②戦

後処理のための大規模な政府赤字支出，③ヨーロッパ復興のための商品輸出

の増加，④資金調達自 l~りとくに短資需要にもとずく株式ブ{ム，などが考えら

られる。だが，ニうしたブームの内容からして，それが一応の程度に達する

と，JfL娩，不況に転化せざるをえないようなものであった。すなわち，民間の

短期的な消費需要における限界から大量の過剰在庫が発生し，連邦政府が資

本流出による金準備の悪化に対処して金利引上げや財政手!絡の政策に転じ，

さらに外国の支払能力の欠如のため戦後の輸出景気が行きづまったこともあ

って，戦後ブ}ムは早くも 1920年半ばに崩壌し， 21年末までかなり深刻なX

況を経験することになる。この不況への対処のしかた，不況からの続出過程

で， 20年代のいわゆる相対的安定期を支えるアメリカ経済の新しい構造なり

組織性なりが，次第に顕在化してくるのである。この点は従来の基幹産業た

る鉄鋼業でも同様であり，むしろ最もいちじるしいというべきであった。

終戦から20王子代初頭の吾、嫌にいたるほほ 2年の間iこ，鉄鋼業にほ次のよう

な事態が生じていた。第uこ，軍需生産から平時の生産への転換において，

はじめ不安設備や軍需品在庫の無価値化が生じ，また需要全般のテンポが戦

時よりもはるかに鈍って在庫回転ネがし、ちじるしく低下l，こうした混乱の

中で生産と価格が急落した。(め輸出も戦時水準をかなり下廻ったが，ただ機

械i没f詰rHHとし ζ鋼板 j.;よび構;造民j形鋼の輸出どけは増加し/ー。ニの転換期

が数カ月つづいたあと， 1919i/三本ーの終り頃カーら ，nlj外"1，;:裂の増加と他の
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部門における上昇を基礎にして鉄鋼需要がふたたび急速に増えはじめゐ。}

の場合，需要増がとくに顕著な製品は，鋼板，構造用形鋼，鋼管，線材，マ

ーチャント・パー，ブワキなどである。だがレール需要が大戦前の水療を回

復しなかったことを除けば，主要製品の詰要増加はほぼ一律であり，その i~(

からみれば欽鋼消費産業の構造も，戦前とそれほど変っていなかったと考え

られる。その意、味で，平時経済への転換がわりあい短期間にはたされ得たと

いうこともいえよう。だがそれだけに， 20位紀初説のトラスト形成以来生産

の出で概して緩慢な動きをしていた鉄鋼業が，大戦で飛躍的に拡大されてし

まった生産能力を，以後どう不断に処理するかという問題に，やがて直面せ

ざるをえないようなものでもあった。

第2に，戦時中の属大な鉄鋼需要は， siJにも指摘したようにU・s.スチ

ー/レ以外の雑多な鉄鋼企菜の比重や地位をかなりたかめることになった。成

立時(1901年)のU・s.スチーノレの生産集中皮はきわめてたかし一社だ

{ナでアメリカ全体の欽鉱石生産の44%，銑鉄生産の43;百，鋼塊生産の66%，

第2表 アメザカの欽鋭生産にd:iめるU.S. スチーノレ会社のど己主~ CJ6) 

1902 44.2 
1903 I 46.9 
1904 I 45.8 

1905 I 49.0 
1906 49.1 
1907 51.8 
1908 51.5 

1909 ! 50.5 
1910 I 50.7 

1912 I 49.5 

1913 I 47.4 
1914 I 47.9 
1915 I 46.6 
1916 I 45.5 

1917 I 44.4 
191R I 42.3 
1919 I 41.0 

資料の出所は第 1表に同じ。
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さらに圧延製品の約705匡を占めたが，その後は1930年代まで，ほぼ一貫して

その比重が低下した (30年代以降は最近まで，その比護には目立った変化が

なL、)。そのうち鍋塊生産については，第2表にみるとおりである。低下の

趨勢が一貫してし、るとはいっても，第 1次大戦とその前後がひとつの大きな

きっかけになっていることは，疑うことができなし、。低下の理由としてはい

ろいろ考えられるが (5川、ま戦争の直接の影響という点でいえば，大戦中の

異常な鉄鋼需要に対志して，独占に安住するU・S・スチーノレに代り他の一

流企業が多数の顧容を獲得したほか，生産力のごく低い設備までの稼働が可

能になり，ときには抱沫的な中小会社が裕次いで新設されたということ，輸

出を含めて欽鍋需要が地域的にも分散され，従来のピッツバーグ中心主義を

ある程度破壊したよと，同様に，ニれらを反映して， U・S・スチールの強

力な価格指導がしばしば損なわれて，多くの製鋼会社が公表錨格以上のプレ

ミアム付飯売による巨利を得たという実情，などが大きな意義をもつであろ

う。ニうした多数企業の進出は，大戦直後の転換期，戦後ブーム， 1920~21 

年恐慌という各期間を通じて，後述するようにU・S・スチーノレの権威にた

いする各企業の挑戦の気運をまねき，鉄鋼業界の混乱と価格の動揺を深化さ

せるもとになった。そして大規模な倒産と整理をもたらし，他方で統合化や

合同による鉄鋼産業の再組織化の必要を痛感、3せるという結果に帰着するの

である。

第 3~こ， 1917~23年という時期が世界の資本主義の生死にかかわる深刻な

革命的動揺期て、あったニとを反映して，アメリカの鉄鋼業においても資本と

労働との対立が最も尖鋭化した。鉄鋼業の労働者は，大戦中の物価騰貴にも

とずく実費賃金の低下，設備の新設や稼働率の上昇によるいちじるしい労働

強化を蒙っており，世界的な労働運動の高揚を背長にして1918年夏頃かり各

所で三十年?を開始した。 19年 9 月末には，~アメリカの鉄鋼労働者42万人中の

36万人が同体交渉権， 8時間労働霞1]，週 1日の休日， 24時間交稼命1¥の廃止，

賃上げ，超長ij"F:'Ml支給、御Jfjおli'干の廃止， /仁と ~I}2.求スローガンにかかげて

ストライキに突入した。ストライキにより， U・S・スチーノレをはじめ，ほ
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とんど一切の大企業の工場が関鎖、された。これは労働者の組織的行動がふれ

までまったく不振だった鉄鋼業界て、の画期的な事件だったのみならず，アメ

ザカ全産業の労働運動の歴史においても最大の規模のものであり，もし，

オープン・ショップの一大要塞であり，ほとんど 2，000万人にのほる米組織

の賃金労働者にとってのシンボルでもある鉄鋼業に一度組合が組織されるな

ら，たちまちのうちにアメリカの全産業に組合が組織されるだろうとは，労

資双方の側のひとしく一致してみとめるところだった。製鋼業のストライキ

は最も重要なストライキだったし，また，そのようにみられてL、た。」この

ストライキは22人の死者，数百人の負傷者をだしながら 3カ月半にわたって

つづけられ，一部で労働時間の短縮や賃上げをかちとったが，全般的には，

労働者側のほほ完全な敗北におわったのである。敗北の源問としては，モル

ガンをはじめとする財界や政府，報道機関からの強力な会社支持と労働者攻

撃，ストライキを指導する立場にあったAFL幹部の協調主義や斗争組織自

身の不統一性，そうした中でストライキが意外に他産業に波及せず，むしろ

先細りになったことなどがあげられているが，同時に鉄鋼業内部において

は，斗争の拠点だったU・S・スチールが，モノレガンのてこいれの下で，こ

れだけのストライキにも余絡をもって耐えうるだけの規模と豊富な在庫と巨

額のありあまった資金とをもっていたというニとが決定的て、あった。二のこ

と以来‘鉄鋼業における労働運働はまったく沈滞したし，これは他産業の労

{致運動の退潮にも大きな役割をはたした。 1929年までに，全鉄錦労働者の 2

%以下が組合(しかも熟錬労働者ーによるカンパニー・ユニオンのみ)に組織

されたにすぎず， 1933年ニュー・ディーノレ立法 CNRA)による上からの強

制によってはじめて，新しい事態をむかえることになる。 20年代を通じ，労

働条件はし、ささかも改善されなかった。 r1924~29年という未曾有の産業発

汲期に，千年製鋼会社はただ 1間の堂上げもやらなかったJCJ・ガンサー「ア

メリカの内幕J) とさえいわれ，鉄鋼労働者の生計費で計った実質賃金はほ

n一定だったが，時間当り賃金は若干低下 L，10時間労働(ところによって

は12時間)がふつうであった。 L カるも 20';ド1~O) 合理化の波をまともに受け
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て，この好況の中で労働者数が大巾に削減さわし，労働の強度が矯大した。

(4)この混乱にたいしては p 連邦政府による招?YJ積極的なてこいれがあった。なか

でも，治時まだ連邦政府の規制下にあった鉄道業で，設備建設，修緩 p 護主換の

ために大量:かつ緊急、の鉄鋼需要を形成すること，そのほか，欽鋼の生尿を刺戟

し公正な倣格安維持させるように政府が各産業部門で指導すること，たどが商

務翁Jlli業局と鉄鱗.'!{r，者との間に協定された。

(5) E. ]on引は U・s・スチーノレの比率の低下の原簡として次の三つをあげる。

志1911年以来， U・s・スチーノレば反トラスト法にたL、する途淡の独占体として

訴訟されているが，同法による解散指院を恐わたU.S・スチーノレ指導者が，か

つてのよう令交配的地{止を維持しようとしなかった。②U・s・スチーノレの終'{;!;

政策と Lて，令潟の広大 Lつつある取引における生産高の割合を失っても， 同

校のi併;式の7J'(t持分合解消して株式を健全化ずる手段として，生産物の価格安定

策の方をえらんだ。 3iこのトラストの構j告には経済上の大きな欠陥があったo

(E. ]ones: The ]mst Prohlem in the United States， 1928. p.218) U ・S'スチ

ーノレの篠沢'の Ij~符については第 3 節でたちいって検討する。

(6) R.O. Boyer & H.M. Morais: Lab町、 UnloldStory.邦訳 γアメリカ労働運動

の歴史Jrr. 29~30l"i:。

戦後ブームにはこのように小一方で王子時経済の活況にもとずく大なる需要

があり，他方て、鉄鋼業における生産転換のおくれやストライキによる減産が

あったために，鉄鋼のはなはだしい需給関の不一致が生じた。とくにじ・ S.

スチール以外の各企業はストックを売り LぶってL、っそう価格をつりあげた

ため，鉄鋼消費産業との開にしばしば鋭い対立が必こった。中でも，当時第

2i立の製鋼能力なもつ BethlehemSteel Co.と第 3伎の MidvaleSteel & 

Ordna nce Co. とが最も熱心に，可能なかぎりの価格つりあげをやったとい

われ，それに次ぐものが LackawannaSteel Co.であったのこれにたいしU・

S ・スチールの方は，このような簡単‘な価格つりあげを排 t，むしろ従来の

価格硬直政策に国執した。これは業界に行ける指導力総持の観点からも必要

であり， U・S・スチーノレは，原料値上りによるいちじるしいコストのと昇

にもかかわらず，みずからが年頭に公表したピッツパーグ本点価格での販売

をつづけたのそのために生じたいっそうの供給不足にたいしては，昨年支で

の顧客に昨年までの購入量に比例して割当販売をおこ危うという措置をさえ
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とったのである。

ところが1920年半ばからのブームの崩壊は，同年暮頃から鉄鋼業において

も急激な事態の悪化として現われた。圏内外の市場縮少の結果，銑鉄生産量

ば20年のピーク時から21年 7月の最低点まで74.4%急落 L，鋼塊生産も同じ

く53.1%低下 Lた。この低落の燦模は，今日までのアメリカ鉄鋼業史上最大

のものである。のどのような部門からの需要減が最も大であったかというよ

うなことは，資料の関係で詳しく明らかにできなL、。大ざっぱに云って，当

時変だ生産の十数パーセントを占めていた鉄鋼輸出が半分以下に急減したこ

とと，国内的には，鉄道および電力を中心とする公設事業や民間住宅などの

分野における建設投資がそれほど後退せず，他方，鉱工業の従来の主要各部

門と公共建築， fえ業などにおける投資の後退がし、おじるしかったところから

みて，こうした諸産業の動向がその主主鉄鋼要の減少の内特になっただろ

うことが予想される。

鉄鋼にたいする国内外の需要が急減しただけでなく，これまでイ商務つりあ

げや売りか Lみをやった企業の顧客が.このとき大挙LてU・S・スチ -Jレ

の顧答へと転じた。当時の MidvaleSteelの年報によればこのことによ

ってわれわれは年間 600万ドルを失ない，かわりにU ・s・スチーノレが完全

に市場を占拠して Lまったの I(自〕こうした移動と弱小企業の倒産・整到によ

って司結局第2表にみるように， 1921{f.のU・S・スチールの市場~拠率は

55.4%と，一時ふたたび戦前の水準を1m復 Lたのであるの

不況の到来とともに，諸企業は，こんどはU・S・スチールが定めた掘格

表をはるかに下組る価格での製品販売をはじめた。 u.S .スチールの価格

表は 2年前からほとんど変更がなかったが， 21年はじめにはすでに円、くつ

かの企業が，この価格表よりもトン当り 7~13 ドルも安く販売していたのJ(9)

つ支り 2~3割の引下げをおこない，これが次第にふつうのことになった。

こうして、 1880作代から出現し、 U・S・スチールの成立以来ほぼ金鉄鋼製

品について比類のない強さを維持Lてきたピッツパーグ基点価格制度は，大

戦を境にして，い支や好況，不況の段階を関わず失効しつつあることがはっ
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きりした。とくに，戦時中に一旦ピッツパーグ以外の唯一の慕点として臨時

に指定きれながら，戦後その基点が廃止されたシカゴにおいては，同地域の

鉄鋼消費産業を中心にして基点再設の要求を繰返し展開してきた。ためにこ

の地域で'f:l:，この不況j現にU・S・スチーノレと他企業との競争がきわめて鋭

L、かたちをとるように々、った。 U・S・スチーノレはかかる事態を緩和し，従

来の指導力を間援ぜんと苦慮した。その対策のひとつとして1921年 4月には

各製品のピヅツバーグ儲絡を大巾に引下げ，他企業がこの価格表に同調する

戸とな求めた。千年企工一応これに同志したが，彼らが再調するということ

は， u. s 。スチ…/レとは逆に淑売価格、与とこれ支でよりも実質的に引上げる

こと合意味したから，この過程で多くの企業がいっそう間難におちいった。

(，1)年の G月頃にはもう，新 Ll')占 l~\価格が乱れていることが指摘され，また

この月には， U・S・スチーノレド1:!1' /) ¥遂にシカゴで浮板，形鋼，棒鋼について

のピァツノし司グ・プラス価格を放棄するにいたった。こうしたはなはだしい

混乱の中から，次第に一流企業による欽鍛合同への機運が生じたのであるの

つ fり，合同運動のI民接の動機は，当時の深刻な鉄鋼不況合のりきるため

に，子千:企業が結束してU ・s・スチーノレに対抗できるようえE大企業を創設せ

んという ったといってよし、これにたいしむ・ S・スチールの方で

も，鉄鋼業界的混乱含以来して某点翁IJを同復せんとの期待，および1911年か

ら係争中の反トラスト氏訴訟の批判の矢を和らげるためにも，むしろこの今

月に上っ、て相当の大:1Iモ業が出現するの令歓迎したのであるのく10)

(7) ，アアノレカ、 11止界経済和民史 i第 l巻第 1~払邦訳， 140J{， 200真。

(8) TNEC.お10DO日mph.No.13. p.236. 

(9) ibid.， p‘238. 

(1 0) 以 l:のまlZ~t{士，主と L て ibíd. ， pp.233~244 によるの

II.ベスレヘム。スチールを中心とする合同運動

1922年はじめに， u 0 s ・スチーノレをのぞくアメリカ一流の鉄鋼会社で、あ

ろ，次のおれ:が介ドミj計両者ブたてたの(11)
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Bethlehem Steel Co.， 年間鏑塊生産能力 3，340，000グ Pス・トン

Midvale Steel & Ordnance Co: Cambria Steel CO.， (12) 2，710，000 

Lackawanna Steel Co.， 1，840，000 

Youngstown Sheet & Tube Co.， 1，520，000 

Tミepuhliclron & Steel Co.， 1，400，000 

Inland Steel Co.. 1，000，000 

Sleel & Tube Co. of America， ι90，000 

Brier Hill Steel Co.，日48，000

この 8社の鋼塊生康能力の総計は，1.315万トンで，アメリカ全体の生産能

力の22.5%を占めるの U・S.スチーノレ (2.270万トン， 38.8%)を別とすれ

ば，この 8社以外で年間 100万トン以上の能力をもっ企業としては，わずか

に Jones& Laughlin Co.. を挙げうるにすぎなし、。 (13) だから‘彼らの合間

が実際に成功すれば，それはじ・ S・スチール以外の大企業すべての結集を

意味するとさえいってよかった。

計画によると， J二の 8社からベスレへム・スチールをのぞく 7社がます、合

同して北アメリカ製鋼 (TheNorth American Steel Co.)なる新会社を設'Ii.

ずるの当初，それを最も熱心に主張したのは， ミヅドヴェーノレ・スチーノレと

その金融家クーン・口一ブ、だったようであるのベスレへムは最初の合同には

ふくまれてし、ないが，実際に新会社が設立されれば，ただちにこれに参加す

るのが自明とされていた。この合同が完了すれぽアメリカ鉄鋼業界に第2の

1Of.意ドル会社が出現し，これまでU・S・スチールが支配していなかった全

領域を支配しつくすことになろう，そしてこの 2大会社の調繋さえうまく行

けば，鉄鋼業に f::ける競争は完全に停11-，して Lまうであろうことが予想きれ

fニ。

これにたいすみ 111:論のたかまりを背景にして，連邦政府は1922年 4月，第

67議会の上院決議をもって，この合同の目的およびそれが競争と公益にもた

らす効果を速やかに調査するよう，法務長官と連邦取引委員会 (FTC)に

要求したoFTC はそれにこたえて，同年 6月5日にこの合同計画がまだ外

部からの調査を可能にするほど進炭していないと報告している。他方，この

合同計両の主体である企業の例jにも徐々の思惑の相違があり 8社の結集計
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商には当初から混乱が生じた。折しもこれらの企業では，在庫整理や他社の

倒産，および景気の底が過ぎたという条件もあ司て ，4.!l主事情1/:若干好転し

た。そのため，恐慌と価格の混乱からう支れた合同への直接的な動機自身が

熱を失なうという事情もやじたのであろ。むしん製鋼会社にとっては，この

景気のたちなおりの過程で新た ぎるよう J「ド主主主体制をつ

くり，そう Lたかたちで競争J:の優位なf守ィらということが，必要になってく

るの条件の変化につれて企業什向の動機も，このような生産体制の再編を合

む合理化の要求と不可分のものと/う:寸た。

1922年 5月中に，ラッカワンナ・スチーノレがはやくも北アメリカ製備計画

から説落して，独白にベスレヘム・スチーノレと結合することを発表Lたo F 

TCはこれを反トラスト法違反で告訴 Ltこが，法務長官は議会答弁において

ベスレヘムロラヅカワンナ合同の動機が単にや産と生産物の配分とに，より

大なる効本と節約を確保するという点にだけあり，独占化や価格つりあげの

15:関は全然ないこと，合間計画の内容に濯、i与えt疑jっLい点がないこと u.
S ・スチーノレに対抗できるようなコンビネーションを形成する行為が不法だ

とか独占だとか解することはできないこと，を挙げてこれを擁護した。最高

裁も支た、この合同の不法性をただちに公表することをこばんだ。このラヅ

カワンナ・スチールの脱溶につづいて，ヤングスタウン製鋼も北アメリカ製

鋼計向から抜けたのこれによって当初の計問は大きく揺らぎ，プロモーター

は計l南を大巾に修正して、 BrierHill.と Steel& Tu快 Co.()f Americaを

も排除したうえ，結局，残る Midvale，R叩 ublic，InlancJの 3社が北アメリ

カ製鋼への台間協定を締結したのである。 (14) 法務長官はニの合同も玄た反

トラスト j犬に抵触しない符の答弁を行なったが， (15) F T Cは 8月3]日にこ

れを告訴 Lた。 9月2B臼になって合同計画の代表者は声明を発 1，FTC に

よるこうした事態にかんがみて現状では，合同の遂行が好ましくなくなったと

して計商を放棄 Lたのしたがって FTCは告訴をとりさげた。しか L北アメ

リカ製鋼計阿が断念、されて[まったより大きな理由は，ほかにあることがお

いおし、明らかになったのすなわち，これまで合同の最も熱心な提唱者ーだった
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ミッドヴェ{ノレ@スチーノレが，あとで述べるように22年末になって突然，ベ

スレヘム噂スチーノレとの合間を発表したからである。

(11)この項の殺述は主として， TNEC. Monograph. No.13のAppendixC; "His駒

torical Development and Merger Motive弓 ofBethlehem Steel Corporati円n."

pp.214~397 による。

(12) Midvale SteelとC呂mbri丘Steelとは-);0，別の会社てある。五ij者は完成品の

生産のみを行ない，後者は鉱石，JJ¥鉄，鏑l港， および若干の完成品生産設備

をもっo 1916年に MidvaleばCambriaの支配利擦を得，以後この2社でノミラ

γスのとれた一食生産を行なえるようになった。

(13)この時期はU.S.スチーノレの市場占拠率や悩格指導力が低下Lただけでなく，

その他の大企業による生産および、生産能力の集中皮も-A守的に戦前よりむし

ろ低下した。これば何よりも，開戦以来の中小鉄鋼業の新設と進11¥にもとず

くものである。

(14)この協定によると Midvale と Inlandがまず、合併して北アメリカ製鏑をつく

り，この新会社がRepublicの全資産を取得する形式をとることに〉なっていたっ

3社の合同により成立する新会社は，さしあたり，無綴国務通株3，309，619株

優先株50，331，475ドノ九社債79，173，500ドノレを発行する O 普通株'1"150万株は

Midvale株主の!日株と!日 4:新3の溺合で交換するの また51万株は Repuhlic

資産取得のため， 70，9281株は Inland株主の!日株と (1日終:1株当り23.75ド、ノレ

を現金で支払い，差額を!日10:新7の割合で〕交換。残りの590，331株は琉令

で、販売するがp そのうち85，0001止をボーナスとしてクーγ ・ロープなどのプ

ロモーター機関が I株10ドノレで受取ることになっていたの優先株'1'25パ)00，000

ドノレは Repuhlic資産取得のため， 25，331，457ドノレは I品川l優先株との交換

に用いられる。社僚は全額が!日会投の負債の併換であった。この合同でプ戸

モーターが用立てる現金必要額は2，000万ドノレと考えられしていた。合i可により

新会社i土2f意4，800万ドノレの資産をもつことになる。プロモーターへのボーナ

ス株をふくめて，この資産のうちには椙当の水増分があるはず、だが，その正

確な数字を知ることはできない。 (TNEC.Monograph. No. 13 pp353~5.) 

(15)法務長官がこの合同を擁護した根拠は次の点であった。第 1に， この 311:の

合同による新会社がアメリカ全生成iこ点めるだろう比率は，完全なる独占だ

とし、L、えないようなものであり，したがって 1890年のシャーマン法に抵触し

ない。第21::'1914年のグレイトン法7条は他会社の株式取得による支配を禁

じているが，この条文は他会社を持株支配する目的での株式取得を禁じてい

ると解すべきであって，物的資産をも取得してしまう合河の助合には， これ

に抵触しないというのであった。 20年代半ばには最高裁もこれと同じ解釈さと

Tし，これにより，係争中の無数の反トラスト法訴訟が悶j動的に却下されて
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しまった。つまり，こうした解釈のもとで 20年代の合同運動は事実上，野

放しにされたのである。

このように， 1922年はじめから鉄鋼業界に生じた一大企業合同の気運は数

カ月にして腰くだけになったが，それに代ってこの 8社は，① Midvale-Repu・

blic-Inland.② Y oungstown-Steel & Tube-Brier Hi1l，および③ Bethlehem-

Lack丘wannaというグ、ループに 3分されたうえ，以後の合計計画をすすめん

とし たのそのうち第 1のミッドヴェーノレ・グ、ループの計画は，いま述べたよ

うに，このグループと Lては搾析したのそれにたいして第2のヤ γグスタウ

ン・グループの合同は， 1923年はじめに完了したのこの合同はヤングスタウ

ン製鋼による他の 2:f士資誌の購入というかたちをとり，合同によってヤ γグ

スタウンは，ブライヤー・ヒノレの豊富士r.:::fi炭，鉄鉱fiおよび鍋板施設とアメ

リカ製鋼・鋼符会主!:の圧延設備を手にいれ，原料から完成品にいたる全過程

をバランスのとれた一貫性をもって結合したの新会社の級路は，従来のヤン

グスタウン地域だけでなく，シカゴを中心とする中西部方面にもひろがり，薄

板生産ではU・S.スチ{ノレに次ぐ最大メーカーとなったの合同の年のヤン

グスタウンの鋼塊立はアメリカ全生産の 6%で， U・S・スチ{ノレ (45

%)，ベスレへム(15%)に次ぎ第 3{立である。 (16)

ヤングスタウン製鋼の合同はたしかに大規模なものであり雫その内雰は上

のように薄板生産を重点にして適度の一貫生産体舗を確保するところにあっ

たが，それは次のベスレヘム・グループの合同の蔭に隠れて，当時はそれほ

ど注目されなかったようて、あるc それにたいし，ベスレヘム・スチーノレを中

心とする令同運動の方は、規模においても，その業界や市場にあたえた影響

の点でも， U・s・スチール成立以来の最大の合同のケースとさえ Rされ

たの以下に，この内容をみよう o

16)ヤングスタウンによる BrierHillの取得は普浪・優先株約2300万ドルの発行

と債務引継契約により， Sheet & Tl1beの取得は現金約3300万ドソレと債務引講堂
契約によりおこなわれた。合同の結果だけだとは云えないが， 1922~ 3年にか

けて，ヤングスタウンの回定資産管iは約2.5倍，飯究iWiv土2.7{ff余に増加した。者
汗 G.G.Schroeder‘: The Growth of Ma.ior Steel Companies 1900~1950.1952 

Appendix. 7.17. 
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ベスレへムによるラッカワンナの取得はヲ 1922年10月10尽に行なわれた。

ベスレヘムは 7%累積優先株1250方ドル， B級普通株2260万ドソレの新発行と

現金473，509.45ドノレ‘合計約 3560万ドソレで，ラッカワンナの全株式(額面

3500万やりを取得した。ラッカワンナの負債は全部ベスレへムに引継い

だわ(17) 8社のうちからとくにこの 2会社が合併した産接の動機は， 21~22 

年にこの両社問の侶格競争がはげしく，かつ，これによってラヅカワソナ側

の:$務がL、むじるしく悪化したこことによる。報告によると，合併前のラッ

カワンナ内生産物中の 60.02%がベスレへムも生産している製品で，他方ベ

スレヘムノ主廃物の 32.40%がラッカワンナも生産しているものだったが (18)

当時の 2社の主たる市場は，ピッツパーグを中心とする中西部から東部にか

けて，ほとんど重複していた。ラッカワンナはアメリカ最古の大企業に鼠す

るが，それだけに欽道業との結びつきが圧倒的につよく、間社の作L産の30%

余がレーノレ、 3.6%余がレーノL部品だといった具合て。あった。その点でも同

社は戦後の鉄道の沈滞による打撃をうけ，市場回復のために， 21~ 2年に全

製品にわたる大巾な価格切下げをおこなったのである。このことにより最大

の損害をうけたの:土共通の市場をもっベスレヘム・スチールでありうベスレ

ヘムはピ ιノツバーグ・プラス制度によって得ていた数百万下、ルの「不労収入J

を失ない‘それが合同へのi直接の契機になったといわれる。合同によってベ

スレヘム・スチー/しがアメリカの全生産に占める割合はラ銑鉄7.56%，鍋塊

9.7%，鋼板4.73%，構造用形鋼21.43%，レール 21.96%などとなる。とく

にバッフアロー・ピッツバーグ東部における鋸塊生産能力とある種の圧延製

品は完全独占に達するだろうと予想された。(19)

この令問が完了した直後の11月24日には，ベスレヘム・スチールがMidvale

Steel & Ordnance Co.および CambriaSteel Co. と合併する協定に達し，

それに伴なって他の傍系諸会社も吸収されるであろうと公表した。この協定

にいたるいきさつは明らかでなし、。ベスレへムとミヅドヴェーノレとの問に有

力な顧客をめぐる競合関係があったことは事実であるが，そのほかに，当時

のベスレへムが一貫企業としては比較的圏内の資源の掌撞に欠ける面があっ
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たため， ミッドヴェーノレがカンブリアの支配を通じてもっている豊富な資源

につよい魅力を感じたということも，合同の大きな動機になったようであ

る。この合同は， 1923年 3月2尽に完了した。

こうした合同運動を経てベスレヘム・スチーノレの生産力がどのように拡大

されたかを総括すると第 3淡のようになる O そもそもベスレへム・スチーノレ

は， 1904年にU・S・ShipbuildingCo.を中心とする鉄鋼トラストとして設

立されて以来，他のいかなる鉄鋼会社にも土脅して，合同心よって拡張された

企業である。しかも特徴的なのは，とくに第 1次大戦の勃発以後に最も重要

な合同を経験したことである。 1916::;子春までのベスレへム・スチールは，そ

の巨大な造船部門をのぞくと，まだペンシルヴァニア州のペスレへムに年間

113万トンの鋼塊生産能力をもっ程度の鉄鋼企業にすぎなかった。それが，

開戦と向時にヨ-1=1ッパからの造船と兵器の説文に即応しうる唯一の企業と

いう懐位性を利用し亡，互角の製鉄規模をもっ 2会社合傘下におさめた。ょ

の持の合同により，ベスレヘム・スチールは一挙に従来のz倍以上の規模と顧

客を獲得した。とくに SparrowsPointにおける MarylandSteel Co.の設

備は，地の利を得て20年代に急速に拡張され，その後のベスレへム・スチー

ノレの欽鍛生産の最大の拠点になる。!日ラッカワンナのプラントについても，

II'iJじようなことがL、える。ところが，こうしたはげしい合同運動を経たベス

レヘムは， 1923年のミッドヴェール獲得を最後に一転して合同から遠ざかっ

た。 20年代後半と30年代を通じ-cは，せいぜい支配下にある企業の持株を婚

やしたり，倒産に瀕した中小企業を若干吸収したことなどがあふにすぎな

い。合同によるよりもむしろ内部蓄積の充実による設備の重点的拡大政策を

積極的にはかり，生産の転換や経営内容の合理化に多く;昔、をそそいだのであ

る。

(17) TNEC. Monograph. No.13. op. cit.， p.300. 

(18) ibid.， p.260. もっとも，ベスレヘム・スチーノレ余生J~:去のお .61 00は間社の造船

部門の1:i2i~であるから，製鋼部門だけの競合の!交合はもっとたかくたる c

(19) ibid.， p.200. 
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ベスレヘム・スチーノレの令同運動は，鉄鋼業界を儲格の混乱から救い，

点儲格制度を回復する上でも大きな役割をはたした。もっとも基点価格制度

の間復は景気の上弁にも負っているから，いちがし、に~)jだけを強調できな

い。 22年後半に鉄鋼需要はよ向きになれ価格もトン当り平均で数ドル上井

した。当時ベスレへムやラッカワンナは某点錨絡を無視してf.o.b.価格での

販売をおこなっていたが，この 2社の合間が終った時期には， f.o.b をi売棄

する社会的l:;条件、がすてiこで苫ていたといわれる。かくして23{j三はじめま℃

に，インデイアナ・オハイオ東部とポトマック jll(ワシントン)北部とで仕

切られる最大の消費地域にピッツバーグ・プラス制度が復活した。その後の

ベスレへムは，儲絡の設定にi却しては， u. s .スチーノレにいちじるしく協

調的て、あり，こうして初年代のU・S・スチーノレの価格支記はー!応回復した

というよ二とができる。 1924年にFTCの訴訟にもとずいて裁判所はピッツパ

ーグ・プラス・システムの違法たることを最終的に決定し，これの髭止命令

をくどしたが，その時ベスレヘム・スチーノレは，以後の価格制度については

u. s .スチ{ノレの指導に全部的に従うというアナウンスメントをだした。

これはベスレヘムが合同と景気の好転によって余裕を回復したニとのひとつ

の現れであるo (20) 

」うし/二条件のもと，1)、伎の欽鋼業界じはピッツパーグ・プラス・シス

テムに代る仮数基点告Ij!支が採用されるにL、たった。つまり，それは従来の

ピリツパーグどけの単一基点の代りに，シカゴ，パーミンガム，ダラス，ク

リーブランド，ベスレヘム，コーストヴィノレ，スパローズ・ポイント，ラッ

カワンナ，パップアロー，ゲ…リ一等の地域主ど，正式に新たな基点として設

したものであり，千十地の欽斜j再捜者は，にの千年基点個格プラス運賃だけを

代金とレζ支払えばよいニとになる。五点の数は製品ごとに異なる。基点数

がし、ちじるしく多くなれば，それは尖質的にf.o.bシステムに近づくであろ

うO だが，上のようにベスレヘム主どはじめとする一流企業の拠点が新たな基

点として認められたことは，たどちに20年代のU ・S・スチーノレの価格設定

土ーの地位の低下や，J近iニu・s.スチーノし以外の公定ーの地{立の上昇を意味し
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たとはいえなL、。 (21) むしろこの制度は，さしあたり違法判決を凶避しつつ

あくまでもu.s .スチーノレの指導による基点価格制度を維持する目的で，

U ・S・スチールの配力で作られたものである O それにしても，ニのような

務行がs. u.スチ{ノレとその他の企業との南海の利害をあまり損ねずに行

なわれたのは，この墳に各大企業の割拠と市場分割が一応安定に復しており

単一基点，複数基点のいずれを採泊しても，特定地減と特定企業との従来の

関係にそれほど影響がないという条件ができあがって L、たからであった。そ

うした条件をつくるために， 20/cjニ代初期の合同運動は大きな役割jをはたした

というべきである。

(20) TNEC. Monogr叩 h.No.l:l.けp.cil.， PP.24-1~5. 252~3. 

(21)実際問題として併詳…一‘J基A点点~，λ点L

L L 、、O たとえiば工持単3.--~!茶j暴決手去丸;し，点 f今でベスレ fヘ、ム附近のJ購斡人者がへスレ Jヘ、ム.スチ一ノル

から欽鋼をE購薄人 Lし戸たj易合，ベスレへム・スチーノレは実際には運賃;/J;-交もか

からfよいにもかかわらず，ヒ!ツツパ…グからベスレヘムまでの規定迷貨を加

算して級交することになり，ヘスレ¥ム・スチーノレは労せずLて反大な利絡

をあげることになる。だから， こう Lたシステムは， ピッツパーグを本郷に

するじ・ s.スチーノLがベスレヘム地域で互角の販売競争をゃんうとするよ

うな場合には布効だが，一旦 IljJ訪の分割が題;乏してしまえば u・s・ス

チーノレにとっては他企菜を利するだけのミとになり，復怒〔左足l，(制度に移行ず

る方が有利な条件が生ずる。

以上から，ベスレヘム・スチーノレを中心とする20年代初期の合同運動の意

義を，簡単に総括しておこなう。そのために，いま第 4表により，以上の鉄

鋼合同が終った直後の10大製鋼会社の生産能力の比重をみ心。この表を1920

年のそれと較べてみると，ラッカワンナやミッドヴェールが合同により姿を

消したのは当然として，結果的には， U・s・スチ{ノレの生産能力の比重低

下分が 2伎のベスレヘム・スチーノしと 31立のヤングスタウンの上昇でほぼ組

めつくされ，さらにその他の一流企業の地位が少しづっ上昇しているニと，

その結果， 10大企業ーが鉄鋼lJf-で占める比重が一割前後上弁してL、ることが

わかるの第4表に ];1)-とS1925年内h拠1， 192R{1九四年九:どと較べて ι，

後者の方がわずかに と(11.、え，それほど変化しておらず，かつ， 10大
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第4表 1925年の10大鉄鋼統合会社

U.S. Stee¥ Co. 

Bethlehem Stee¥ Co. 
Y oungstowm Sheel & Tube 
Co. 
Jones & Laughlin Steel Co. 

1-l一一下一ι
銑鉄生産昔日 鋼塊生序強力 1 

トン!忽 トン iμ!トン!形

M 

6，8筋3団0，0∞00例11ロ2.8創17，6前00，0∞001 1ロ2.9到14，70悶5，00似01 9.8 

3，328，000例 6.2笥13，240，0001 5.5叫12，179，000α4.5 

2，400，000α)1 4.5叫13，000，000剣 5.1引12，ペ刈4必30，0001 5.0 

1n¥and Stee¥ Co. 650，0001 1.211，600，0001 2.711，140，2001 2.4 

Repub¥ic 1ron & Steel Co. 11，260，0001 2.411，300，0001 2.21 890，6001 1.8 

Wheeling Steel Corp. 793，5001 1.511，273，0001 2.211，285，0001 2.8 

Co¥orado F uel & 1ron Corp. 1 584，0001 1. 11 1，138，0001 1. 91 780，0001 1. 6 

Crucible Stee{ Co. of America.! 383，2吋 0.711，側，吋1.7!仇叫1.0

U山 dAl同 SteelCorp. 2州 001 0.411，帆叫1.71 760，叫1.6

Z一I 一一~I;…4，ムふ，9ムi一6仰lし: 9501… …副!……!一一瓦一叫3イ31ふ!
全企業:同5臼3，348，7刊00例110∞0.01同5鵠8，8鎚83，9悩43!10∞0.0山:持48札8，1λ1ω94ι4，6臼10州10的0.0

。augherty，Dechazeau & Stratton: Economics of the 1ron & Steel Industry. 1937. 

vol. I. p.365. 

企業内部の占拠率の!順位にも29年まで変化はみられ/工L、。この)~{:、に留意し

て，合同運動の意、義をまとめると次のようになろう。 (1)，この合同運動は，

運動としては20世紀初頭以来の最も大規模な江もので， 21~ 2年恐慌の混乱

から鉄鋼業を問復させるのに大きな役割をはたした。 (2)，そうした一面と同時

に，この合間運動は生産の一貫性，連続性と標準化，生産性の上昇によるコ

スト切下げ，需要の変化に応じた生産の転換や工場立地，等々の面で， 20年

代を通じて鉄鋼業界を風燦した合理化運動の先駆的;意味をもつものであっ

た。 (3)，合同は大規模なもので、あったが，それによって，さしあたり鉄鋼業

の集中皮を戦前よりもいちじるしくたカ込めたというようなものではなかっ

た。鉄鋼集中そのものは戦前のじ・ s.スチーノレの支配権:立によってすでに

限界に達したともいうべく，だがその支配力にせよ締格制度にせよ，幾多の

11位弱性をもつことが動乱期に明らかになったのである。 20年代の鉄鋼業の集

中と組織化は，後述するように，むしろ鉄鋼合翌日化と.--~...体化 Lζ寸すめられ
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た点に意義主どもっというべきであろう。 (4)，このように大欽鋼会社の合同運

動は1923年頃までに一応完了し，その直後から20年代米にかけては令同への

参加はL、ちじるしく後退した。ところがまさにこの時期に，アメリカの産業

史上で最も熱烈な合同運動がJi};I~ したのだった。だから20年代後半の盛んな

企業合同期に，その合同の主体となったのは，鉄鋼業のような基幹部門以外

の産業であるか，または鉄鋼業のうちでもこ流以下の中小会社を中心とする

ような性格のものであったかのし、ずれかであろうと，さしあたり推測され

る。

1923年はじめまでの鉄鋼合同に関する以上の検討から生じた見通しゃ問題

点に留意、しつつ，次に，その後の相対的安定期における鉄鋼業の発展の特徴

会考察することにしょう。 (未完)


